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1 はじめに
スパイクタイヤ禁止法が 1991年 4月 か
ら札幌市とその近郊地域で施行された。スパ

イクタイヤ禁止法は、交通環境にいくつかの

変化をもたらした。最も大きな効果は、スパ

イクタイヤ禁上の原点であった道路粉塵公害

が大幅に改善されたことである。しかし、マ

イナス面もみられた。一つは極端に滑りやす

い路面に起因する都市内道路の渋滞であり、

一つは交通事故である。本報告では、事故に

ついて分析した結果を報告する。分析に用い

た事故データは、スパイクタイヤ禁止地域内

で発生したスリップによる人身事故について

である。特に追突事故については、衝突時の

詳細なデータを用いて分析した。

2 スパイクタイヤ禁止指定地域内のスリッ
プ事故

北海道警察本部が発表したスパイクタイヤ

禁止地域内の冬期人身事故の現況を表 1か ら

表 6に示す。

表 1は月別の全人身事故件数とスリップ事

故件数である。全事故の発生件数は 1991
年と1992年 で殆ど変わっていないが、ス
リップ事故は33 3%増 加している。特に
1991年 11月 のスリップ事故件数が 11
件に対し1992年 には76件になっている。
表 2は タイヤと路面別のスリップ事故件数
である。スリップ発生時の路面状況とタイヤ

の種類別に事故件数を集計した。 1992年
の凍結路面でのスリップ事故件数は積雪路面

の 4倍強である。また、スタッドレスタイヤ
装着草が凍結路で起こしたスリップ事故件数

は、積雪路で起こした事故件数の 5倍であっ
た。一方、スパイクタイヤ装着車の倍率は 3

倍であった。

表 3は 月別路面状況出現日数とスリップ事

故件数の関係である。月別路面状況出現日数
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は、北海道開発局による国道での路面状況調

査から求めた。この表から凍結路面では積雪

路面の 5倍強のスリップ事故が発生している

ことがわかる。また、 3月 のスリップ事故発

生率の高いことがわかる。

表 4はスリップ事故発生時のタイヤと事故

直前速度の関係である。スリップ事故は30
km/h以 下の低い速度で全体の 57 9%
発生 しており、タイヤ

'1で

は凍結路において

スタッドレスタイヤの比率が高くなっている。

表 5と 6は、タイヤの装着率と事故件数の

関係をまとめたものである。表 5は 1991
年 11月 から1992年 2月 迄のタイヤの装
着率と事故件数の関係であり、表 6は年別の

変化を示している。

3 スリップ事故と摩擦係数
前節から、路面条件と装着タイヤがスリッ

プ事故の増減に影響し、滑り易い状況でスリ

ップ事故が多く発生すると言えよう。そこで、

事故原票、事故調書、冬型事故特別調書を基

にスタッドレスタイヤ装着車の事故時の摩擦

係数を調べてみた。

分析方法は、運転者が事故の危険を認知し

た速度、車両の破損程度及び事故時の路面状

況から摩擦係数を推定する方法をとった。

分析した事故は 1991年 と1992年 の
1月 に発生したスリップ事故の内427件 の
追突事故である。 1991年 は221件、 1
992年 は206件 の事故を調べた。
表 7は事故時の諸データと事故から推定し

た摩擦係数の一覧表である。また、事故発生

時の摩擦係数と事故発生比率の関係を図 1に、

図 2に速度・摩擦係数・追突事故件数の関係

を示す。

表 7の危険認知速度はkm/h、 危険認知
距離はmである。衝突の破損程度は衝突時の

推定速度で表した。 5km/hは 車両の破損
が軽微、 10km//hは /1ヽ破、 20km//h
は中破を意味する。 (f+0 01)は 推定
した摩擦係数 (f)を 0 01増 加させたと
きの停止距離を意味する。また、この表中で

数値がプラスは衝突を、マイナスは衝突回避
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を意味する。表 7の下部に摩擦係数を増カロし
たときに減少するであろう事故数を示した。
一方、図-1か らスリップによる追突事故
は全体の事故の70%が摩擦係数0 2以 下
で発生していることがわかる。また、図-2
に示すように事故発生速度は、前節の事故現

況からもわかるように、一般に伝わっている

ような高速ではなく、かなり低い速度で発生

していることがわかる。さらに、図 2に示す
ように滑り摩擦係数と速度の関係に正の相関

が見受けられることから、運転者は路面の滑

り易さに合わせて走行していることがわかる。

この分析を行うに当たり、いくつかの問題

点がある。一つは危険認知速度である。これ

は実測した値ではなく、事故当事者の申告に

よるものである。もう一つは、衝突時の速度

を破損状況から推定した点である。しかし、

車両の破損状況と衝突時の速度を網羅的に行

った研究報告は国内外で見当たらず、おおま

かな推定値を使わざるを得なかった。このた

め車両を剛体と仮定した衝突シュミレーショ

ンを用いてチェックを行った。

4 まとめ
日本ではスパイクタイヤを禁止するに当た

り、欧米各国のように融雪氷剤を使用してい

ない。スタッドレスタイヤの改良と、運転者

の技術向上を主なる対策として進めてきた。

しかし、今回の分析をみる限り、それらには

限界があると思われる。この問題は、筆者ら

の研究結果を基に警告を繰り返してきたが、

問題にされなかったのは残念である。

表7 事故 (スリッフ゜、追突)発生時の推定摩擦係数
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図2 推定摩擦係数別と事故直前速度別の事故件数
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